
今後の電波有効利用方策等に関する意見募集について（案）

「電波有効利用成長戦略懇談会」における議論の参考にするため、広く意見を募集する。
本意見募集で提出された意見については、本懇談会における議論において活用する。また、

必要に応じて、ヒアリング等を実施する。

（１）今後の電波有効利用のための方策に関する考え方（別添１．～４．）
電波利用ニーズの拡大に対応するため、国民共有の財産である電波を最大限に活用し、

機動的な再配分を行うための方策に関する考え方

（２）その他の検討課題
（１）以外の検討課題及びその解決のための方策 等

２． 意見募集の内容（別添）

報道発表を行い、１ヶ月程度の期間、意見募集を行う。

３． 意見募集の期間

１． 意見募集の趣旨
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今後の電波有効利用のための方策に関する考え方 (1/3)

１． 周波数の返上等を円滑に行うための仕組み

電波の利用状況の調査・評価を踏まえ、十分に有効利用されていない帯域について、縮減、共用、
移行、再編、免許の取消し（返上等）を円滑に行うため、どのような仕組みが必要であるか。
例えば、以下についてどのように考えるか。

①携帯電話事業者について、特定基地局の開設計画の認定期間終了後における周波数の返上などの
仕組み

②携帯電話事業者以外も含むより包括的な周波数の返上などの仕組み

２． 周波数移行を促すインセンティブの拡充・創設

既存免許人に対する公平な取扱い等の観点を勘案し、既存免許人に対し周波数移行を促す一層のイ
ンセンティブを確保するため、どのような仕組みが必要であるか。
例えば、以下についてどのように考えるか。

①終了促進措置において新たに周波数割当てを受ける者が負担する費用の範囲の拡充・柔軟化
②既存免許人の移行時期によるインセンティブの段階的設定
③免許帯域から免許不要帯域へ変更する場合の促進策
④公共用帯域の再編等も含め、様々な周波数帯において既存免許人を迅速に移行させるインセンティ
ブ確保の仕組み

⑤免許不要帯域を再編する場合の課題とその対策

別添



今後の電波有効利用のための方策に関する考え方 (2/3)

新たな周波数の割当てに関して、例えば、以下についてどのように考えられるか。
①新たに割り当てる周波数帯について、その経済的価値を踏まえた金額（周波数移行、周波数共用
及び混信対策等に要する費用を含む。）を競願手続にて申請し、これを含む複数の項目（人口カ
バー率、技術的能力等）を総合的に評価することで、価格競争の要素を含め周波数割当を決定す
る方式の導入、その具体的な在り方

②このような新たな割当手法により生じる収入の使途として、周波数移行の促進、新たな混信対策、
５Ｇ等電波利用の振興、Society5.0の実現等のために活用するための方策

③入札価格の競り上げにより割当てを受ける者を決定するオークション制度のメリット・デメリッ
ト、導入した各国における課題等

また、以下についてどのように考えるか。
④電波を有効利用した新たな事業の展開・拡大を行う者が、必要な周波数を多様な手段により迅速
に確保できるよう、周波数の二次取引（賃貸借等）の在り方

⑤周波数共用や運用調整を機動的に行う仕組みの在り方
⑥IoTの普及などにより免許不要局の一層の増加が想定される中、免許不要局の適切な帯域の確保
の在り方

３． 割当に関わる制度の見直し
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今後の電波有効利用のための方策に関する考え方 (3/3)

４． 電波利用料体系の見直し

（１）負担の適正化
受益者である無線局免許人が公平に利用料を負担するという現在の電波利用料制度の趣旨を踏まえ、

電波の経済的価値のより一層の反映と、電波利用料の負担を適正化するため、以下についてどう考えるか。
①電波の経済的価値のより一層の反映の在り方（電波の稠密度、帯域区分等）
②電波利用料の特性係数の在り方
③免許不要局からの電波利用料の徴収の在り方 等

（２）公共用無線局からの電波利用料の徴収
電波利用料の減免の対象となっている国等が免許人となっている公共用無線局のうち、電波の有効利用

が行われていない無線局からの電波利用料の徴収の在り方についてどう考えるか。

（３）電波利用料の使途等の見直し
電波利用料の使途等に関して、以下についてどう考えるか。

①電波の利用状況のより精緻な把握のために取り組むべきこと（電波の発射状況調査の在り方を含む）
②周波数移行の促進のために取り組むべきこと
③ホワイトスペースの利用促進のために取り組むべきこと
④異なる無線システム間の周波数共用・干渉回避技術の高度化のために取り組むべきこと
⑤その他、電波の更なる有効利用を推進するために電波利用料の使途として取り組むべきこと
⑥その他、電波利用料の在り方

５． その他

１．～４．以外の検討課題及びその解決のための方策 等
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